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2D03 I T 化・グローバル 化・メガコンペティション 下における 

基幹産業の生存戦略 
一 レジ、 ソアンス及びコンソー 、 ン アム 我略によ る複合多元的課題への 何時対応 一 

0 岸 両三春，渡辺千個 ( 東工大社会理工学 ) 

1 . 研究の背景と 焦点 業への多様な 業種の参入が 可能になることは、 既存の電気事 

I T 化、 グローバル化、 メガコンペティションといったパ 業 にとっては、 脅威であ ると同時に、 多様な業種との 連携・ 

ラダイムシフトが 進む中、 我が国の電力産業は 大きな転換期 結合を通じて、 外部からのノウハウ 等のスピルオーバーを 享 

を 迎えつつあ る。 愛 できるチャンスともいえる。 

現在、 我が国の電力産業は 、 ①需要 ( 売上 ) の伸び悩み、 生態系においては、 捕食者一枝捕食者間の 精妙なバランス 

②新規参入の 拡大、 ③顧客ニーズ 多様化への対応、 ④優勝劣 の中で、 競争、 共生、 共進化 (Co.Evolution) が繰り広げ 

敗の可能性、 ⑤小売市場の 自由化 ( 市場における 自由取引 )  られており、 このことが系全体の 安定に寄与している 

といつた課題 ( 本稿ではこれらをトリレンマに 習って「ペン (Ho ぬ andarandSigmund, 1988[3]) 。 このアナロジー と 

タレンマ止する ) を抱えている。 して、 電力産業においても、 多様な産業間の 連携・結合によ 

本稿では、 これらの課題 ( ペンタレンマ ) の同時解決のた りスピルオーバーを 活用するコンソーシアム 構造の有効性 

めには、 従来の戦略から 後述するレジリエンス 及びコンソー が示唆される。 

、 ン アム戦略への 転換が必要であ り、 かつその際に I ,T が重要 

な 役割を果たしうる、 との仮説に立ち、 本 仮説をトランスロ 3. Ⅱの役割 

グコスト関数等を 用いた定量的分析により 検証した。 上記の戦略転換において   IT が一つの有力な 手段となり 

ぅる 、 との仮説を設けた。 

2. 戦略転換の必要性 現在、 電力産業においては、 IT は主に企業内部のマネー 

2.1 レジリエンス 戦略への転換 ジメントの効率化、 電力系統の運用・ 制御、 及び発電システ 

従来・我が国の 電力産業は、 高い需要成長率を 前提とした ム 0 管理・制御のために 使用されている。 しかし今後 IT の 

設備投資拡大戦略を 採ってきたが、 近年の需要伸び 悩みに伴 役割はこれらにとどまらず、 分散電源の統合 

い ．設備投資リスクが 拡大し、 戦略転換を迫られている。 (Aggregation) . 管理、 需要サイドマネージメント、 顧客 

また、 エネルギー産業であ ることの特性上、 本質的に燃料 や投資家とのインタラクション 、 及び ネ、 ッ トワーク Ct ンラ 

価格の変動や 燃料資源の供給途絶といったエネルギー 資源 イン ) による電力や 燃料の取引といった 幅広い用途に 使われ 

に 関わるリスクを 抱えている。 ていく兆しがあ る。 

こうしたリスクを 低減し．安定的な 成長を図るためには   例えば、 複数の分散電源を IT により遠隔制御して、 逆潮 

資本・エネルギ 一等の不確定要素の 強い生産要素への 過度の 流によりピークカットに 役立てるヴァーチャル・パワー・ プ 

依存を抑制していく 必要があ る。 このような戦略を 本稿では ラントは、 リスクの高い 大規模集中発電所への 設備投資の軽 

「レジリエンス 戦略」と呼ぶ。 減 、 即ち資本代替に 結びつく可能性があ る。 

レジリエンスとは、 生態学において、 「予期せぬ障害にも また．高い総合エネルギー 効率を誇る複数の 分散電源を結 

かかわらず本来の 機能を維持する 生態系の能力」 (Marten,  合して IT により最適管理するマイクログリッドあ るいは パ 

2001[11) と 定義されており、 不確定要素への 依存度を極力 ワー・パーク、 FRIENDS といったシステムは、 電力供給 シ 

減らすことにより、 生存の確率を 高める戦略を 意味する。 ステム全体のエネルギー 効率を高め、 エネルギ一代替に 大き 

く寄与する可能性があ る。 

2.2  コンソーシアム 戦略への転換 このように、 IT は、 不確定な生産要素であ る資本や エネ 

我が国の電力産業は、 卸売・小売の 一部自由化が 行われた ルギーを代替し、 電力産業のレジリエンスを 向上させる役割 

ものの、 基本的には発送配電垂直統合型の 地域独占体制を 維 を果たし ぅ るものと考えられる。 

持している。 しかしながら、 先行する欧米の 動向を睨みなが 同時に、 コンソーシアム 戦略、 すなわち多様な 異業種との 

ら、 より大幅な規制緩和・ 自由化に向けた 検討が行われて ぃ 連携・結合により、 製造業等が保有する IT 技術，ノウハウ 

る 。 からのスピルオーバーを 享受することにより、 上記のような 

電力自由化が 求められている 背景としては、 公正な競争原 IT による不確定生産要素の 代替を一層促進することが 可能 

理の導入を通じて、 先進国の中でも 最も高 い 電力料金 (IEA,  になるものと 考えられる。 

2001[2]) の 低廉化を図ることが 第一に挙げられる。 電力 産 本稿では、 これら IT の役割を以下の 定量的分析により 検 
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証した。 

 
 

I
T
 

業
 

造
 

製
 

 
 

 
 

I
T
 

n
n
 

Ⅰ
 
I
 

 
 

 
 

果
ツ
 

効
ト
 

 
 づ

 T
I
 

オ
部
 

ル
内
 

ピ
 （
 

ス
膝
 

ッ
ク
 
の
 
式
を
 
l
n
I
 

②
 

4. 分析 トック ) で偏微分することにより、 ⑩ 、 ⑪式が得られる。 こ 

4 Ⅱ トランスロバコスト 関数によるⅡの 貢献分析 れは総費用 C に対する 1 ℡、 lTm の弾性値を意味し 、 負の 

い ) 分析モデル 方向 ( 費用低減の方向 ) ならば、 技術進歩、 すなわち 1 ℡ ( 内 

電力産業 (9 社 計 ) に関して以下の 費用関数を設定した。 部 IT ストック ) のコスト低減効果，及び ITm  ( 外部 IT ス 

C 二 C  ぐ X  化古 7 ち ． f7 を ， Ⅰ zm) ① トック ) の 技術スピルオーバー 効果を示す。 

C : 総費用、 Y      総産出、 Pi: 労働・資本・エネルギ 

一の価格、 北     技術ストック、 1 肪 : 電力産業の内 み lnC/ る lnITe 二は iLb + Z 日 1 皿 ， lnPi + B Ⅵ℡ lnY + 日 

部 IT ストック、 ITm : 製造業全体の IT ストック TterR>lnTe+@ 0nyTmlnITm ⑩ 

( 内部 TT ストックのコスト 低減効果 ) 

①式をテイラー 展開して次のトランスロバ 型費用関数を 得 タ lnC/ タ lnITm Ⅰ aI ㎞ + ヱ 6m ℡， lnPi + 母Ⅱ TmlnY + 田 

る 。 @MTmlnTe@+@ 13@iiHTmlnlTe ⑪ 
血 C 二あ + はは Ⅰ y+ 2% 血月 + ay,R, 血 ℡ + a 皿血 Ⅰ 俺 + ( 外部 IT ストックのスピルオーバー 効果 ) 
力 肪血 Ⅰ 冗皿 +  コガ 婬が初丑 " 肪巧 "+ 刀み 止血刀わ乃 "+ 2% 

街 加乃 肪 Pf +  ガ憐肪血 Ⅰ 俺血且 + ズれ ℡ 肪 Ⅰ㌍ 加血 Pf + 
⑩ ， ⑪式により、 先に計測したパラメータ は x, 田 X 群を 

召 17 も 肋 y7 且化 e  +  タ w 俺血 yZ 刀 Ⅰ 俺 +  タ Y7Tmmi 刀り ⅡⅠ Tmm  +  召 

W7zbA 万花 肋ょ俺 +  汐肘肪 加乃 血 Ⅰ免田 ② 用いて、 内部 TT ストックと製造業 IT ストックのコスト 低 
減 / スピルオーバー 効果を計測した。 

②式を lnPi で 偏 微分することにより   

る lnC76lnPj  =  の i  +  +  月Ⅵ lnY  +  田並， InTe  +  旧 (4)  分析結果 

i ， failnITe+@ 0iTmilnITm ③ 分析結果を図 1 に示す。 

  

一方、 シェパードの 定理より、 
    

  
dInC7glnPi 二 (.Pi/0)( み C7gPi)=P Ⅸ i/C 巨 Mi   

④ ( 要素 i のコストシェア )     

③   ④ 式 より、       

Mi@=ai@ +@ +@ JSyJnY@+@ /3 ， fcilnTe@ +@ @n@ilnITe@ +0i             
TmJnITm@ (i@ :@ L ， K ， M) ⑤   

  

トランスロバ 費用関数が一次同次とすると   以下の制約条   
件式 が成立する。 

S@ ai=@ 1 ⑥   
  

乞田 ITm, Ⅰ 0 の   

聴 ， 0m ℡ ，ロ ITm, を計測した。   
  

(2) Ⅱ と エネルギ コ 貸本との代替・ 補完関係の計測     

を求めた。 上で 求めたパラメータにより、 アレンの 偏 代替弾性 値 。 り ト一 4 2 三年功 - のノ 0 O 
  

0% 二 ( 丹石 +MiM な ) /MiMj  ( i チ j. )  ⑨         
1 雙 ' 鯛 

B  Ⅱ :  上で計測したトランスロバ 費用関数               42 @ ヰ 76  l978 '" 鍵 ' 曳 " ㏄。 ' 。 ㏄ ' ㏄ "  宙 ㏄㏄ ' 
の パラメータ 44   

具体的には、 以下の要素間の 偏代替弾性値を 計測した。 
㈹ ITe  ( 内部 IT ストック )  と E  (X ネルギ一 )  図 1. トランスロバコスト 関数による汀の 貢献分析結果 

㎝ ) 1 ℡ ( 内部 IT ストック )  と K  ( 資本 ) 
  T は エネルギーと 代替関係にあ るが、 80 年代後半に低 

(3) 内部Ⅰストックのコスト 低減効果、 及び覚部工スト レベル化した。 その後やや回復するが、 90 年代後半から 停 

滞 している。 I T は資本と補完関係にあ ったが、 80 年代か 
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ら 減少し、 90 年代からは中立化し、 その後停滞している。 

内部 T T ストックの技術進歩促進効果は、 1988 年から発 

揮されはじめたが、 1992 年以降停滞し． 1995 年以降悪化し 

ている。 これは内部 IT の限界、 すなわち外部スピルオーバ 

一の活用の必要性を 示唆している。 

製造業からの l T スピルオーバーは 1990 年以降実現され 

たが、 そのレベルは 低く．更に 1994 年以降その傾向は 悪化 

している。 

以上のように、 IT による代替，外部 I T スピルオーバー 

活用が存在するものの、 そのレベルは 低く．最近更に 減少な 

いし停滞傾向にあ ることが明らかとなった。 

4.2  レジ リェ ンス評価モデルによる 分析 

い ) 電力産業のレジ リェ ンス評価モテル 

⑫式により、 電力産業のレジリエンス 構造を評価した。 

ln0 Ⅰ S 二ゑ + も ln(a,+ ゐ， sin(0%+ め +gDl994)+glnl ワマ + Ⅰ ル 

九 ln FD り + 刀 ， A,lnS グ 十ズ 丘 ⑫ 

OIS: 売上高営業利益率、 右辺第二項 : 景気動向指数 

(CI) のサインカーブによる 表現、 YR : 円 レート、 

Di: 期間ダミー、 FD : 機能創出性 ( 内部技術ストッ 

ク ) 、 SV: 競争環境 (X ネルギー投入 量 ) 、 t : タイ 

ム トレンド 

表 ] . レジ リェ ンス評価モデルの 分析結果 

  ぁ 9  俺 ;  カク わ り 人 八 %V,R2 DW 

景気門 トト槻能 創出性 競争環境 七ユ九ト 

126.31@ 0.40@ 0.55@ 0.56@ 0.54@ -1.63@ -1.63@ -0.05@ 0.833@ 1.23 

            (1.34 Ⅰ (3.28) (3.06) (2.91)                                           

OIS に対する弾性 値 k の絶対値はエネ、 ルギーが最も 高く   

電力の収益構造の 潜在的脆弱性はエネルギ 一に内包してい 

ることが明らかとなった。 

(2) @ T ストック増大がレジリエンス 強化に及ぼすインパ 

クト分析 

⑫式を変形することにより．売上高利益率 OIS に対する 

エネルギ一の 弾性 値 k は 、 ⑬式で表される。 

I T によるコスト 抑制   I T とエネルギーとの 代替の進行 

を前提とすれば   

  GC   

  
弓 " Ⅰ ， 

    
汀 e  E OITeE 一   

⑭ 

⑬ 、 ⑭の連立方程式を 解くことにより、 1 騰 ( 内部 IT ス 

トック ) の 増大が Tf ( 技術ストック ) の TT シフトと E ( エ 

ネルギ一 ) の代替を通じて、 弾性 値 k を低減させ得ること 

を検証する。 分析結果を図 2 に示す。 

  
  
  ' 。 " 。 " 。 " 。 '""" 。 1 。 。 1" 

    

  
  
  
  
  Energy　iastldty》o｛IS 

  
  
  

図 2. け ストック増加率を 倍増した場合のシミュレーショ 

ン ( 弾性値の変化 ) 

これにより、 IT ストックの増大が、 IT によるエネルギー 

代替を通じて、 OIS ( 売上高営業利益率 ) に対するエネルギ 

一の弾性 値 k の絶対値を低減せしめ 得ること、 即ち IT スト 

ックの増加がレジリエンスの 強化につながり 得ることが検 

証された。 

5. 結論 

以上の分析により、 第一に．電力産業において． IT によ 

る生産要素の 代替、 及び覚部 I T スピルオーバ 一の活用が存 

在するものの、 そのレベルは 低く、 最近更に減少・ 停滞傾向 

にあ ることが明らかとなった。 

第二に、 IT 投資の増加率を 倍増させることにより、 エネ、 

ルギ 一の弾性値を 低減することが 可能であ り、 エネルギ一に 

多大に依存する 電力産業にとって、 IT 投資は今後レジリエ 

ンス構造の改善に 貢献し ぅ ることが明らかとなった。 

同時に、 コンソーシアム 構造の導入による IT スピルオー 

バ一の活用は、 このような IT の効果を加速化するものと 考 

えられる。 

化一 lno Ⅰご一 W+bln(a.+ が sim(Ct+ メ )+rA, め @4)+ ど In Ⅲ + ヵ ln ℡ + 九 ] 
InE 

⑬ 

ここで、 技術ストック ( 五 ) とエネルギー (E) との代替 

関係について、 アレンの 偏 代替弾性 値 

0 。 ヰ て ん "+m;m. Ⅰ /(m,m. Ⅰ 
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